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日本ベンチャー学会

• １９９７年１１月設立
• 松田修一日本ベンチャー学会会長

（早稲田大学教授）
• 清成忠男日本ベンチャー学会特別

顧問（法政大学名誉教授）

• 約１，３００名会員 （学識経験者、
ベンチャー経営者、大手企業新規
事業関係者、学生など）

• 正会員、法人会員、特別賛助会員、
学生会員

研究部会
１．ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ
２．イノベーション
３．ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ
４．沖縄ﾍﾞﾝﾁｬｰ
５．ｼﾆｱﾍﾞﾝﾁｬｰ
６．女性と企業
７．起業家教育
８．医療ベンチャー
９.ｶｰﾌﾞｱｳﾄ・知財活用

【設立目的】

• 本学会はベンチャー企業および一般企業における企
業家活動等について理論・実証・実践に関する研究
を行なうとともに、産学官協同の推進および企業活

動の支援に寄与することを目的とする。
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最近の起業者動向

企業数による開廃業率の推移（非一次産業）
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資料：中小企業庁「2008年版中小企業白書」
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『業種別の開廃業率の推移』（事業所別ベース、年平均）

5.01～04年、04～06年の「サービス業」は「サービス業（他に分類されないもの）」である。

4.01～04年、04～06年の年平均開廃業率は2002年3月改定の日本標準産業分類に基づいて算出した。

3.開業率、廃業率の計算方法については、4表を参照。

2.91年までは「事業所統計調査」、89年及び94年は「事業所名簿整備調査」として行われた。

（注） 1.事業所を対象としており、支所や工場の開設・閉鎖、移転による開設・閉鎖を含む。

資料：総務省「事業所・企業統計調査」

5.95.56.34.82.84.22.93.63.23.1廃業率

6.44.47.34.23.85.04.74.95.36.4開業率
サービス業

6.86.77.26.84.64.36.43.44.04.0廃業率

5.73.96.14.33.63.92.83.13.44.4開業率
小売業

6.47.07.57.45.35.03.24.13.73.8廃業率

5.63.96.64.93.35.03.24.85.16.4開業率
卸売業

5.45.76.65.34.04.54.02.93.12.5廃業率

3.42.23.91.91.53.12.83.13.13.7開業率
製造業

6.56.47.25.93.84.74.73.64.03.8廃業率

6.44.26.74.13.74.64.14.24.76.1開業率
非1次産業全体

04～0601～0499～0196～9994～9691～9489～9186～8981～8678～81年

2008年版 中小企業白書『業種別の開廃業率の推移（事業所ベース、年平均）』
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起業家の増加動向

国民生活金融公庫（現日本政策金融公庫） 2007年度新規開業実態調査

• 女性ならではの感性を生かした創業、若者ならではのアイデアを生かした創業、
あるいは、シニアならではの経験を生かした創業など、経済社会が多様化するな
かで、創業の裾野が広がりつつある。

• 日本政策金融公庫(略称:「日本公庫」)総合研究所では、こうした起業者らに対し
ても積極的に融資を行っている。

• 平成19年度の「女性、若者／シニア起業家資金」の融資実績は10,616企業（創
業前および創業後5年以内）となっている。

・女性経営者の状況

㈱帝国データーバンクが行った「女性社長」調査によると2008年6月末現在、女
性が経営する企業は女性社長は6万5,452人、全体に占める比率は前年と同じ
5.74%に達し、調査を始めた1980年以来、28年間で約5.8倍と一貫して増え続け
ている。
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「女性、若者／シニア起業家資金」の融資実績

「女性、若者／シニア起業家資金」は、女性または30歳未満か55歳以上の
方であって、創業前および創業後おおむね5年以内の方への支援を目的とす
る融資制度です。平成17年4月から女性、シニア（55歳以上）に加え、若
者（30歳未満）を融資対象者として追加しました。

（注）

(出所：日本政策金融公庫(略称:「日本公庫」)総合研究所)
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多様な起業家の増加

シニアー起業家 先端技術活用型起業家

女性起業家 雇用創出型起業家

若者・学生起業家 自活型起業家
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新たな働き方としての起業

• 最近、新聞や経済誌で若者、学生、女性、シニア企業家がよく
紹介されるようになった。実際、若者、学生、女性、シニア企業
家はいまや珍しい存在ではなくなっている。

• 法制度的に見てみると

• １９９０年代後半：ウィンドウズ９５で家庭用パソコンが浸透

• １９９６年以降：会社組織多様化、ＮＰＯ法人(98)、１円企業

• ２０００年以降：SOHOワーカー

• ２００６年以降：ＬＬＣ（合同会社）、ＬＬＰ（有限責任事業組合）

仕事を続ける選択肢の一つ
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起業者のワーク･ライフ･バランスの現状と課題

• 「男性にとって起業家になることはビジネス上の設計だが、女性
にとっては人生の設計だ」

• 女性のライフスタイルには、就職・結婚・出産・育児・転勤・介護
など仕事を続けていくうえで、いくつもの「壁」が存在している。

• 人それぞれによって、その「壁」の現れ方が違っているのが現状。

• そのため、生じる諸問題が多岐にわたり、解決策を見いだすの
が容易ではない。

• その壁を乗り越えるための知識、人脈、資金、協力者、時間、ビ
ジネスモデルなどをどのように取得するか、ワーク･ライフ･バラ
ンスを考えながら工夫しなければならないのが課題だろう。
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起業者のワーク･ライフ･バランスの現状と課題

• 起業した年代、業種、形態などによって現状と課題は
違っているのが現状。

【例えば：女性起業家の場合】

• 20代、30代で起業した場合 ⇒家庭シフト傾向 ＜育児支援＞

• 40代、50代で起業した場合 ⇒仕事シフト傾向 ＜介護支援＞

• 成長志向の起業家 ⇒仕事シフト傾向 ＜起業家ネットワーク＞

• 安定志向の起業家 ⇒家庭シフト傾向 ＜地域ネットワーク＞

• 短い通勤時間

• 共に働き、共に育児・家事・介護を掲げる

• 仕事と家庭の両立をしながら生き生き働ける職場の風土作り
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• 「男性に比べて、出産・育児などによるキャリアの中断があるため、少な
いビジネス経験で開業せざるを得ない現状があると指摘している。

• ただ、「男性と同様のキャリアを積んだ女性に限ると、特徴に男女差はな
い。女性の場合、収入だけでなく、自己実現や趣味を活かしたい人もおり、
起業した業種が多様であることも特徴。」

【事例】
• ほとんど社会人経験がなかった一人。5人の子供を育てる専業主婦が起

業を思い立ったのは、夫の事業が不振で、仕事を探すために保育園を希
望して断られたのがきっかけだ。

• 待機児童の数が多く、困っている人がたくさんいたため、「それなら子育
て経験を生かそう」と県主催の経営セミナーを受けながら、１９９７年１０
月に会社を設立した。無認可保育園から始まり、現在では保育室を３か
所経営、社会福祉法人も設立。

• 「何の知識もなかったけれど、家庭もビジネスも、大事なことは「やりくり」
と「コミュニケーション」。情熱を注ぐことが出来る仕事に出合えれば、やり
遂げられると強調する。

国民生活金融公庫 2007年度新規開業実態調査

（現日本政策金融公庫）
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開業動機（男女別、グループ別）
資料：国民生活金融公庫総合研究所「女性経営者に関する実態調査」2002

(現在：日本政策金融公庫(略称:「日本公庫」)総合研究所)

6.3                         3.04.813.61.08.118.928.89.36.1配偶者あり
（N=396)

5.55.51.424.01.46.819.919.210.36.2離別・死別
（N=146)

5.13.41.711.03.46.832.224.66.85.1配偶者なし
（N=118)

5.92.03.95.90.09.825.540.23.92.9キャリア型
(N=102)

5.93.43.514.21.37.922.027.88.4 5.5女性
（N=762)

3.74.90.85.71.114.520.830.610.57.4男性
（N=2518)
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（注） 1 回答者本人が創業者である場合について集計した｡

2 グループごとに、構成比の高い選択肢三つに網掛けした｡

（単位 ：％）

資料：国民生活金融公庫総合研究所「女性経営者に関する実態調査」
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開業のきっかけ（男女別、グループ別）
資料：国民生活金融公庫総合研究所「女性経営者に関する実態調査」2002年

(現在：日本政策金融公庫(略称:「日本公庫」)総合研究所)

18.214.30.57.91.03.817.63.817.415.3配偶者あり
（N=391)

16.319.70.72.71.43.417.06.114.318.4離別・死別
（N=147)

12.92.60.03.40.96.035.34.316.418.1配偶者なし
（N=116)

15.84.03.00.00.011.932.75.011.915.8キャリア型
(N=101)

16.712.20.85.20.95.222.34.515.916.4女性
（N=755)

13.13.81.00.60.68.230.912.714.614.5男性
（N=2515)
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（単位 ： ％）

（注）表-2に同じ｡ 資料：国民生活金融公庫総合研究所「女性経営者に関する実態調査」
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女性が起業した年代

出所：(財）女性労働協会「女性の起業に関するアンケート調査」平成１７年
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起業者のワーク･ライフ･バランスの取り組み

• 起業家にとって
「ワークライフバランスの実現は単なる福利厚生でなく、経営戦略」

• 「家族のためにがんばっている仕事」によって家族関係が壊れないように工夫する
• 正直、経営者としてはこの不況では多少の無理もしなくてはならないのが現状

⇒ 長い目で見てバランスを取りながら続けられる仕事の仕組み作りを努力する

【例えば】
• 子育てママスタッフに「納期の厳しい仕事を振らない」などスケジュール調整
• 「やりがいのある仕事」が大切

⇒ 「ルーチンワーク化すること」と「やりがいのある部分」を織り交ぜた仕事作り
• 職場復帰支援プログラム、自社専用勤務シフトメニュー、短時間勤務者と新入社員で組む

【期 待】
• 「企業連携による地域の託児所」
• 「ワークライフバランス・チャレンジ・ファンド」などの実施
• 個別企業に必要なワーク・ライフ・バランスの導入や補助金制度など


